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3．1 は じ め に

　本文 で は ，建 設工 事 に 伴 っ て 副 次 的に 発 生す る 発生土

の 種 類 と取扱 い 上 の 留意点 ，
土 質区分 の 考 え方，発生土

ならび に処理 土 ・
改良土 の 地盤工 学的特性 に つ い て 述べ

る。

3．2 発生 土 の 種類

　 3．2．1 発生 土 の 定義

　建設省の 総合技術開発 プ ロ ジ ェ ク ト
「
建設副産物 の 発

生 抑 制 ・
再 生 利用 技術の 開発 」 の 成果 の

一
つ と して 平成

6年 7 月 に 発刊 さ れ た
「
建設発生 土 利用 技術 マ ニ ュ ア

ル
」

1］
に お い て は，建 設 工 事 に 伴 い 副 次 的 に 発 生す る 土

砂や 汚泥 を
「
発生 土 」 と呼 び ，図

一3．1に そ の 構成 図 を

示すよ うに ， 建 設 副産物 で あ る
「
建設発生 土 」 と廃棄物

処 理 法上 の 汚泥 に 該 当す る 「
建設 汚泥 」 を含 め た 形 で

「発 生 土 」 を 定義 して い る。

が

も

浚濃以外の建設工事等に係わる掘削工事に伴っ

て排出されるものの うち，標準ダンア トラ・ク
に山積みができす，またその上を人が歩けない

状態の もの 1：コーン指数がおおむね2以
．
トまた

は
一
軸圧縮強さab’50　kNim

：

以下｝

注〕泥土の うち浚渫土以外は．産業廃棄物の 汚泥に該当する，

　 　 　 図一3．τ 発 生 土 の 構 成 図
1）

　 3．2．2　泥土

　図一3，1に お い て コ
ー

ン 指数 が お お む ね 2 以下 の 浚渫

土 と建設汚 泥 とは 土 質工 学的に は 同等に 取 扱 え るの で，

上記 マ ニ ュ ア ル で は
一

括 して
「
泥 土 」 と して い る。

　す な わ ち，「建 設 汚 泥 」 や 大 部 分 の 浚 渫 土 の よ うに
，

掘削工 事 に よ っ て排出 され，含水比が 高 く粒 子の 微細 な

泥 状 の も の で あ り，標準ダン プ トラ ッ クに 山積 み が で き

ず，また そ の 上 を人が 歩け な い 状態 の もの （お お む ね コ

December ，　1996

一
ン 指数 が 2以 下 ， ま た は

一
軸 圧 縮 強 さが 50kN／m2 以

下）を
「
泥 土 」 と い う。た だ し，泥 土 に は，後述 す る

「汚染 土 」 は 含 ま ない もの とす る。

　泥 土 もそ の 用途 に よ っ て は コ
ーン 指数 が お お む ね 2 以

上 とな る よ うに 土 質改良 を 行 うこ とに よ り十 分利用 が 可

能 で あ る。た だ し，浚 渫土 を除 く泥 土 （「建 設 汚 泥」）は，

廃棄物処 理 法 で規定す る産業廃棄物 の 汚泥 に 該当す る の

で ，廃棄物処 理 法 に 従 っ た 手続 き が 必 要 で あ る。

　 3．2．3　 が ら混 じ り土

　建設発生土 に コ ン ク リー ト塊 や ア ス フ ァ ル ト・コ ン ク

リ
ー

ト塊等 の が らが 混入 した もの を
「
が ら混 じり土 」 と

い う。建 設発 生 土 は有用 物 で あ る た め，廃棄物処理 法上

の 廃棄物 の 適 用 を受 け ない が ，有用物 で あ る 建 設発 生 土

と廃棄物 が 分 離 され な い 状 態 で 存在 す る場合 に は ， そ の

全体 が 廃棄物 と判断される こ とが あ る。

　 こ れ ま で の 知見 と して，建設発生 土 に廃棄物 が 混入 し

た が ら混 じり土 に つ い て は ，が ら の 最大 粒 径 30cm 以
一
ド，

か つ 混 入 率 （重 量 比 ） 30％ 以 下 の も の に つ い て は，土

質工 学的 に は 礫混 じり土 と同様 に 扱 え る もの の ，廃棄物

と判 断 され る場合 もあ るの で 注意が 必要 で あ る。

　 3．2．4　 処 理 土 。改 良 土

　 上 記 マ ニ ュ ア ル で は，脱水，乾燥，粒度調整 お よび 安

定 処 理 を行 い ，そ の 性 状 を 改 良 し た 発 生 土 を 総 称 して

「
処理 土 」 と呼 ん で い る。こ の うち，セ メ ン ト系や石灰

系 の 改良材 や 高分 子 系の 土 質改良材 を混合 し， 土 の 性状

を化学的 に 改良す る こ と を
「
安定処 理 」 と い い ，安定処

理 さ れ た 土 を
「
改 良土 」 と呼ぶ 。

　 セ メ ン ト系 お よび 石 灰系 の 改良材 に よ っ て 安定処 理 さ

れ た 土 に 関 して は ， 改良土 の pH が 高 くな る場合 が あ り，

初期 に は pH 値 の 高い 溶出水 が 発 生 す る こ と もあ る。し

か し， こ れ らの ア ル カ リ分 は，セ メ ン トお よび 石灰 の 水

和 反 応 に よ り発 生 す る水 酸 化 カ ル シ ウ ム （Ca （OH ）2）

に 起因す る もの で
， 炭酸 ガ ス に よ り容易 に 中和 さ れ，ま

た ， 改良二1二の 周囲の 土 壌中 を 30cm 程 度通 過 す る こ とで

土 に 吸着 され，周辺 に 影響 を与 え る こ とは ほ とん どな い 。

　た だ し， 河 川 ， 湖 沼 ， 下 水道等の 公 共用水域 お よび地

下水 に 改良土 か らの 溶出水 が 混 入 す るお そ れ の あ る場 合

に は ， 水質汚 濁 防止法 に よ る排水基 準の pH の 許容限度

が 5．8〜8 ．6 （海域 5，0〜9．0） と定め られ て い るの で ， こ

の 基準に 準拠 し，必要 に 応 じて，覆 土 や敷土 を施す等 の

施工 上 の 配 慮を行 う。

　 3．2．5　汚染 土

　有害物 に 汚 染 され て い る 可能性 の あ る 発 生 土 に つ い て

は ， 計画
・
設計段階 で

「土 壌
・
地下 水汚染の 調査

・
対策

指針 （平成 6年 11月）環境庁 」 に 準 じて 調査 ， 検討 を行
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うこ とが 望 ましい 。関係法規 の 規定 を越 えて 有害物 を含

む もの に つ い て は 原 則 と して 利 用 せ ず， 法規 の 定め に 従

い ，生 活環境 の 保全 に 留意 して処分する こ とが 必要 で あ

る。

　 3．2．6 廃 棄 物 の 混 入 の 防止

　建設発生 土 に 他 の 廃棄物 が 混 入 す る と， 物理的 に利 用

が 困 難 に な る だ け で な く， 3．2．3項 で も述 べ た ように 法

的 に も全体 が 廃棄物 として 取 り扱われ，その 利用が 困難

に な る場 合 が あ る。

　 した が っ て ，他 の 廃棄物 と で きる だ け 分 別 して 搬出 し，

また ， 建 設 発生土 の 運搬 ・仮 置 き保 管時に は ， 他の 廃棄

物 の 混 入 の 防止 に努め る こ とが 重要 で ある。

　分別 した 廃棄物等 は 廃棄物処理法等 の 定 め に従 い 適正

に処 理 す る こ とが 必 要 で あ る。

3．3　 発 生 土 の 土 質 区 分

　 3．3．1　 土 質区分基準

　 上 記 マ ニ ュ ア ル で は，発 生 土 の よ り効率的 な 利用 を図

る た め に ，発 生 側 ・利用 側 が 共通 の 指標 で 発 生 土 を判 定

し， 利 用 可 能な 用 途 を選 定す る 目的 で，表
一3．1に 示 す

ような土 質区分基準 を定 め て い る。こ の 土 質区分基準 は ，

コ
ー

ン 指数 と 日本統
一土 質分類を指標 と して お り，発生

時点 で の 土 の 区分 の ほ か，土 質改良に より土 の 性状を改

良 した 場合 の 区分 に も使 用 する こ とが で き る 。 ま た
， 表

一3，1の 備考 の 欄 に 示 した 地 山の 含水比 と掘削方法等 を

勘案す る こ とに よ り，掘 削前 に ボ
ー

リ ン グデ
ー

タ 等か ら

概略 の 土 質判 定が 可 能 で あ る。

　 3．3．2　 コーン 指数 の 測定方法

　 コ ーン 指数 の 測定方法 は ， 地 盤 工 学会基準
「
締固め た

土 の コ
ー

ン 指数 試験 」 （JGS　T716 ＞ に 準拠 し，コ
ー

ン

指数 の 測定方法 は，表
一3．2に よ る。

表一3．1 土質区分 基 reT）

日本統
一土 質分 類 備 　　考 掲

区　　 分

（建 設省 令）
土 質 区分

コ
ー一

ン

指　数

9♂
3〕 中 分 類 土 　 　　質

含水比

（地 山）

脇 （％）

掘 削 方 法

第 1種 建 設発生土

際 欝器訓
第 1種 発生 土

一
｛G ｝

｛S｝

礫

砂

一

第 1種 改良土 （改 良 土 ）
蓐5 ｝ 一

第 2a種 発 生 土 ｛GF ｝ 礫 質 土 一一

第2b種 発生土 砂質 土 （盈
；15− 25％）

一第 2種 建 設発生土

砂質 ⊥，礫 質土 お

よ び こ れ らに 準ず

る もの
第2c種発 生土

8以 上 ｛SF ｝
砂質 土 （瓦 ＝25〜50％） 30％程 度以下

第 2 種改 良土 〔改良 土 ）
一

第 3a種 発 生 土 ｛SF ｝ 砂質土 （跳 ＝25〜50％） 30−50％程度
第 3種 建設 発生 土

通常 の 施工 性 が 確

保 され る粘性 土お

よび こ れに 準ず る

もの

第 3b種 発生土 4以上
｛M ｝，｛C｝ シ ル ト，粘性 土 40％程 度以下

｛V ｝ 火 山灰 質粘 性 土 一

・
排 水に考慮 す る

　 が ，降水，浸 出

　 地 下 水 等 に よ り

　 含水 比 が 増加 す

　 る と予 想 され る

　 揚合 は，建設 省

　 令 の 1 ラン ク下

　 の 区分 とす る。

・水 中掘 削等に よ

る 場合 は，建 設 省

令 の 2 ラン ク下 の

区分 とす る。

第 3 種改 良土 做 良 土〉
一

第4a 種 発 生土 ｛SF ｝ 砂質上 （鑑
＝25〜50％） 一

｛M ｝，｛C｝ 　 シ ル ト，粘性 上． ． 40〜80％程度．
第 4種建 設 発生土

粘性⊥ お よび こ れ

に 準 ず るもの

（第 3種 発 生 土 を

除 く）

第4b 種発 生土
おお むね

2 以 上
　　｛Vl
．．．■■．．．

火 山灰 質粘性 土 一

｛0 ｝　　　　　 有 機質 土 40〜80％程 度

第 4種 改 良土 （改良土）
一

泥 土 a ｛SF ｝ 砂 質 士 （瓦
＝25− 50％）

一

｛M ｝，｛C｝　　　． シ ル ト，粘性 土 80％程度 以上　　（泥 土 ）
剛

凌渫土 の うち お お

む ね σ。2以 下 の も
の お よび 建 設 汚泥

泥土 b
おお むね

2 以 下
｛V ｝ 火 山灰 質粘 性 上

　　　　　　．．．．．．．．

　　　．．
−
　　　i・

｛Ol 有 機質 土 80％程度 以上

泥土 c ｛Ptl 高有機 質土
一

＊ 1＞混 上 の うち 建設 汚泥 は，廃棄物 処 理 法 に 定め られ た 手続 きが 必要 で あ る、
＊ 2 ）計 画 段 階 （掘 削前）に お い て 土 質区分 を行 う必 要 が あ り，コ ーン 指 数 を求 め るた め に 必 要 な 試 料 を得 られ ない 場合 に は ，日本

　　 統
一

土 質分類 と備 考欄の 含水 比 （地山），掘削方法か ら概略 の 上 質区分 を選定 し，掘 削後，所定の 方法 で コ
ー

ン 指数 を測 定し

　 　 て ，土 質 区分 を決 定 す る．
＊ 3 ）所 定の 方 法で モ

ー
ル ドに 締 固めた 試料 に 対 し，ポ ー

タブ ル コ
ー

ン ペ ネ トロ メータ
ー

で 測定 した コ ーン 指数。
＊ 4 ＞表 中の 第 1 種

一
第 4 種 改良 土 は ．上 （泥土 を含む ）に 改良 材を混入 し，化学 的に 性状 を改良 した もの で ある 。例 えば，第 3 種

　 　 改 良 土 は ，第 4種．発 生 土 ま た は泥 土 を安 定処 理 し，コ ーン 指数 4 以上の 性状 に 改良 した もの で あ る，，
＊ 5 ）含 水比低 下，粒度調整 な ど物理 的な処 埋 を行 っ た 場合に は，処理後 の 性状 で 再度判 定 し，改良土 として で な く，発生 土 とし

　 　 て 土質 区分 を判定 す る e
＊ 6）第 1種 改良土 は．礫，砂 状 を呈 す るもの 。
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表
一3．2　 コ

ー
ン 指 数 の 測定 方 法

1〕

試　料 4．75mm ふ る い を通過 した もの

モ
ー

ル ド
内　径 　100mm

高　さ　 127，3mm
供
試
体
の

作
成

ラン マ
ー

重　 さ　 2．5kg

突固め
3 層に分け て 突固 め る 。各層ご とに 30

cm の 高 さ か ら25回 突固め る．

コ
ー

ン ペ ネ トロ

メーター
底面 の 断 面積 3．24cm2，先端 角度30度

の もの

貫 入速度 約 1cm ／s測

　

定
方 　　法

モ
ー

ル ドをつ げた ま ま，鉛 直 に5cm，
7．5cm，10cm 貫人 した 時の 貰 入抵抗 力

を求め る 。

貫 入抵抗 力
貫 入 景5cm ，7．5cm ，10cm に 対す る貫

入 抵 抗力 を 平均 す る。計

　
算

コ
ー

ン 指 数 ω
貫入抵抗 力 を コ

ー
ン 底 面積 3．24cm2で

除す。

注） た だ し，
定す る。

ラン マ ーに よる 突固め が 困難 な場合 は．泥 上 と判

表
一3．3（1）　適 用 用途 標 準 η

工 作 物の 埋 戻 し 道路 （路床〕盛土 土木構造物の 裏込め 道路路体 用盛 土
　　　　　　　　 用 　途

土 質区 分

評
価

付 帯 条 件
評

価
付 帯 条 件

評

価
付 帯 条 件

評

価
付 帯 条 件

第 1種

発 生土
◎ 最 大粒 径 注意 ◎ 最 大粒径 注意 ◎ 最大粒径 注意 ◎ 最大 粒 径 注意

第 　 1　 種

建設発生 土

砂，礫お よび

こ れ らに 準ず
る も の

第 1種

改 良土
◎ ◎ ◎ 　 ◎ 『

第 2a 種

発 生 土
◎ 最大粒 径注 意 ◎ 最 大粒径注意 ◎ 最大 粒径 注意 ◎ 最大 粒径 注意

第 2b 種

発生 土
◎

』
◎

｝
◎

 
◎

　 第　 2　 種

　 建 設発 生土

砂 質 上，礫質
土 お よび こ れ

ら に準 ず る も
1の

第 2c種
発 生 土

○
粒度調 整

安定処 理
◎

．一．
◎ ◎

第 2種

改良土
◎

一
◎ ◎

一
◎

第 3a種
発生．上 ○

粒度調 整

含水比 低 下

安 定処理
Q

施工 上の 工 夫
含 水 比低 下
安定処理

Q
施工 上の 工 夫
含水 比 低 下
安定処理

＠
第　 3　 種

建 設発 生土

通 常の 施工 性
が 確保 される

粘 性ニヒお よ び

こ れ に 準 ずる

もの

第 3b種
発生 土

△ 安 定処 理 0 施工 上の 工夫

安定 処理
○

施工 上の 工 夫

安定処 理
◎

第 3種
改 良土

△ 施工 上 の 工 夫 ○ 施工 上 の 工 夫 ○ 施工 上 の 工 夫 ◎
『

第 4a種
発生土

△ 安定処理 △ 安定処理 O
施工 上 の 工 夫

含水 比低 下
安定処 埋

Q
施 工 上 の 工 夫

含水比低下
安 定処理

第　 4　 種
建設発 生土

粘 性土お よび

こ れに 準ずる

もの （第 3種発
生 土 を除 ⇔

第 4b種
発生土

△ 安 定処理 △ 安定 処理 ○
施工 上 の 工 夫
安定処理

○
施 工 上 の 工 夫
安 定処理

第 4種
改良土

× × Q 施工 上 の 工 夫 ○ 施 工 上 の 工 夫

泥 土 a △ 安 定処理 △ 安定処理 △ 安定処理 Q
施 工 上 の 工 夫
含 水 比低 下

安定処理　 （泥土 ）棚

浚 漢土 の うち

お お む ね σc2

以 下の もの お
よ び建 設 汚泥

泥 土 b △ 安 定処理 △ 安定処理 △ 安定処埋 Q
施 工 上 の 工 夫
含水 比低 下
安 定処 理

泥土 c × × × ×

December ，1996

　 な お，改良 土 の 供 試 体作製方法 は，以 下 の 方 法 に よ る

もの と す る 。

　 （1） 施 工 時に 締 固 め を行 う場合は ， 地 盤 工 学会基 準

「
安 定 処 理 土 の 突 固め に よる供試体作製方法 」 （JGS　 T

811） に 準拠す る。

　 た だ し，養 生 条件 は，以下を標準 とす る。

　 ・セ メ ン ト系 の 改良材　空気中 3 日
， 水浸 4 日

　
・
石灰 系 の 改良材　空気中 6 日，水 浸 4 日

　 （2） 施 工 時 に 締固め を行わ ない 場合 （流動化処 理 土

等）は ，地盤 工 学会基準
「安定処 理 土 の 締 固 め を し な い

供 試体 の 作製方法」 （JGS　 T 　821） に 準拠 し， 養生 日数

は 7 日 を標準 とする 。 た だ し， 供 試体作製 に は ， 内径

100mm ，高 さ127 ．3mm の モ
ー

ル ドを使用 す る もの と

す る。

　な お ，利用 用途，改良方法，施工 方法等 が 定ま っ て い

る場合に は ， 個 々 の 条件に見合 っ た 供 試 体作製方法，養

生条件 を設定するの が 望 ましい 。

　　　　　　　　　　　　　 3．3．3　適用用途標準

　　　　　　　　　　　　　 上 記 マ ニ ュ ア ル で は ，表
一

　　　　　　　　　　　　 3．1の 土 質 区分 基準 に 応 じ て ，

　　　　　　　　　　　　 表
一3．3に 示 す よ うな発生 土 の

　　　　　　　　　　　　 適用用途標準を定 め て い る。こ

　　　　　　　　　　　　 の 適用 用 途標準 は，一般的 な 目

　　　　　　　　　　　　 安 を示 す もの で あ り，構造物 の

　　　　　　　　　　　　 重 要 度 や 用 途 別 の 諸 基 準等 に 応

　　　　　　　　　　　　　じて，柔軟 に 対応す る必要 が あ

　　　　　　　　　　　　 る 。

3．4 発 生 土 の 地 盤 工 学的

　　　特性

　 3．4，1 建設発生 土

　建設副産物実態調査 に よれば，

平成 2年度 の 建設発生 土 の 発生

量 は，全 国 で 約 37500 万 mS

（地 山 m3 単位）と推計 さ れ る e

　 こ の うち関東地 方建 設局管内

が 全体 の 27．3％ を 占 め，次 い

で 九州 地 方建 設 局管内 が 13．7

％ ，近畿 地方建 設局 管 内13．6

％ ， 中部 地 方建 設 局 管内 が

11，1％ と続 く。

　発生主体別 に み る と， 公共 土

木 が 全 体 の 73．9％ を 占 め ，建

築 工 事 17．9％ ，民間 土 木8．2％

と続 い て い る 。

　搬出土 量の 多 い 工 事 として は

道路，河 川，港湾，公 園，下 水

道工 事 が 主 に あげられ る。切 土

量 が 盛土 量 を上 回 っ て い る場合

は，建設発生 土 が 発生するの は

当然 で あ るが ， 土 量が 釣 り合 っ

て い る場合 で も，発 生 土 砂 の 性
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表一3．3（2）　適 用 用途 標 ge1）

河　　 川　 　 築　　 堤 土 　 　地 　　造　 　成　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 用　途

土 質区分

高規格 堤 防
一一

般 堤 防 宅 地 造 成 公 園
・
緑地 造 成

水 面 埋 立

評

価
付 帯 条 件

評

価
付 帯 条 件

評
価

付 帯 条 件
評
価

付 帯 条 件
評
価

付 帯 条 件

第 1 種 発 生 土 ◎
最 大 粒 径 ・
礫混入 率 注 意

○
最 大粒径 注意
遮 水 排 水 対策

◎
最 大 粒 径 ・
礫 混 入率注意

◎
　

◎
第　 1　 種

建設発生土

砂，礫お よび
こ れ ら に準 ず

る もの
第 1 種 改 良 土 ◎ ◎

一
◎ ◎ ◎

　

第 2a 種 発 生 土 ◎
最 大 粒 径

・
礫混入率 注 意

◎ 最 大 粒径 注意 ◎
最 大 粒 径 ・
礫混 入率 注意

◎ ◎

第 2b 種 発 生 土 ◎ ◎
一 r ◎ ◎ ◎

第 　 2　 種

建設発 生土

砂 質土，礫 質
土 お よび こ れ
らに 準 ず る も

の

第 2c 種 発 生 土 ◎
｝

◎
一

◎ ◎ ◎

第 2 種 改 良 土 ◎
一

◎ ◎
一

◎
　 ◎ 一

第 3a 種 発 生 土 ◎ 一 ◎ ◎ ◎
｝

◎　 第 3 種

建設発生土

通 常の 施工 性
が確 保 され る
粘 性土 お よび

こ れ に 準 ず る

もの

第 3b 種 発 生 土 ◎
一 ◎ ◎ ◎

皿
◎

第 3 種 改 良 土 ◎ ◎ ◎
｝ ◎

一
◎

一

第 4a 種 発 生 土 ○

’
工 上 の 工 夫

含 水 比 低 下
宝 定 処 理

○
施 工 上 の 工 夫

含 水 比 低 下
安 定 処 理

○
施 工 上 の 工 夫

含 水 比 低 下宀
定 処 理

0

．
工 上 の 工 夫

含 水 比 低 下

安 定 処 理
◎ ｝

第　 4　 種

建 設発生 土

粘性土 および

こ れ に 準ず る

もの （第3種 発
生 土 を除 く）

第 4b 種 発 生 土 △ 安 定 処 理 o 施工 上 の 工 夫

安 定 処 理
○

施工 上 の 工 夫

安 定 処 理
0 施工 上 の 工 夫

安 定 処 理
＠

 

第 4 種 改 良 土 △ 安 定 処 埋 o 施工 上 の 工 夫 o 施工 上の 工 夫 ○ 施工 上 の 工 夫 ◎
一

泥 　　　土 　　 　ao

施工 上 の 工 夫
含 水 比 低 下

安 定 処 理
0

施工 上の ユニ夫
含 水 比 低 下
広

定 処 理
o

施工 上の 工 夫
含 水 比 低 下

安 定 処 理
o

　工 ．ヒの 工 夫
含 水 比 低 下”

　　 　処 理
Q 施工 上 の 工 夫

安 定 処 理
　 〔泥 土 ）

剛

浚渫土 の うち
お お む ね 免 2
以 下 の もの お

よび建 設汚泥

泥 　　　土　　 　b △ 安 定 処 理 o
施 工 上 の 工 夫

含 水 比 低 下巾
定 処 理

△ 安 定 処 理 ○
施工 上 の 工 夫

含 水 比 低 下

安 定 処 理
○

施工 上 の

一
1二夫

安 定 処 理

泥 　 　 　土 　 　 　c × X X △ 安 定 処 理 △ 安 定 処 理

＊ 1 ）泥 土 の うち 建設汚泥 は，廃棄物 処 理 法 に 定 め られ た 手 続 きが 必 要 で あ る．
凡　例 ［評　　 価］◎ ：その ままで使 用 が 可 能 な もの

　 　 　 　 　 　 　 0 ：施工 上の 工 夫，もし くは 簡 易 な 土 質改 良 （安定 処 理 を含 む ） を行 え ば 使用 可 能 な もの

　 　 　 　 　 　 　 △ ：安 定処 理 等 の 土 質 改良 を行 えば 使 用 可 能な もの

　 　 　 　 　 　 　 × ：使 用が 不適 な もの

　 　 　 ［付帯条 件］
一

：十分な施工 を行 えば，そ の ま ま で使 用 で き る もの

　 　 　 　 　 　 　 ／ ：土 質改良，施工 上の 工 夫 をし て も，使 用 が 不 適 な もの

質が 不適 当で あ っ た り， 発生時期 と利用時期 が ずれ る な

どの 理 由 で 建設発 生 土 が 発 生 する 。

　河川 工 事 で は ， 掘削され た 土 砂 は 築堤 と して は 利 用 さ

れ ず，多く は場外 へ 搬 出 さ れ，水 面以下 で の 掘削 （浚

渫 ） で は 含水 比 の 高 い 建設発 生 土 が 発生 する。

　港 湾工 事で は ， 陸 上 で の ．各種施設の 基礎 工 事 に 伴 う土

工 の ほ か に，港湾特有 なもの と して 航路 浚 渫，維持浚 渫

が あ ワ， 発生 した 浚楪 土 砂 は 通常，港湾区域内に 設け ら

れ て い る海 面処 分 場 に 埋 め 立 て られ て い る。

　 な お，浚渫 土 砂 は，廃棄物処理 法 の 汚泥 に は 該当 しな

い もの と され て い る 。

　下水道工 事 で は，上下水道工 事 や ガ ス 管 の 敷設工 事 に

比 べ 管の 径 が 大き く ， 深 い 位置 に 埋設す る こ とが 多 い た

め
一

般 に 建設発生 土 の 発 生 量 は 多く，ま た，道路下 で の

埋 設 で は ア ス フ ァ ル ト ・コ ン ク リ
ー

ト塊 が 混 入 して い る

場合 が 多 く，しか も粘性 土 で あ っ た り， 含 水 比 が高か っ

た りして，埋戻 し土 と して は不適当な場合 が 多い 。

　 また，排出 さ れ る建 設 発生 土 の 土質は ， 表
一3．4に 示

す よ うに ，首都圏で は 関東 ロ
ー

ム ，シ ル ト，粘 性 土 な ど

66

の 低 品質 な土 が 全 体 の 7割 程 度 を 占め て お り，低 品 質 な

土 の 有効利用 の 促進 を図 っ て い くこ とが 重 要 で あ る。

　な お ， 建設 副産物実態調査 に よ れ ば ， 平成 2 年度の 建

表
一3．4　発 生地 別 土 質 （首都 圏）

（単位 ：％）

　 　 　 　 　土 質

発 生地
砂 質土

閧　 東

ロ ーム
ン ル ト 粘 性土

礫 ま じ

り土
そ の 他

東 京 都
23区

多摩地区

1L66

．016
．459
．260

，04
．17

．40
．74

、324
．10

．35
，9

神 奈川県

横 浜 市

川 崎市

そ の他

6．838
．631
．4

24．614
．941
．7

24．916
，81
，7

25．721
．47
．1

16．24
．716
．8

1．93
．61
．2

埼 玉 県
南 部

北 部

1．82
．460

．654
，77

．8
〔｝．016

．217
．513

．013
．0O

．612
．5

千 葉 県

北 西部

南西部

東部

19、197
、660
．2

51．80
，010
．3

22．31
、50
．8

4．00
．02
，4

L50

．97
．1

1．40
．019
、2

茨 城 県 南部 24．865 ．30 ．66 ．72 ，60 ．0

合 　　 　計 20．425 ．835 ．29 ．67 ．91 ．2

（平成 元 年度　首都 圏残土 実 態調査 に よ る ）

土 と基礎，　44− 12 （467）
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設発生 土 の 量 は 全 国 で 約 45000 万 m3 （ほ ぐし

m3 単位 ， 地 山 換 算37500万 m3 ）と推 計 さ れ ，

こ の 量 は 関西空港島 2 島分 に 相当す る膨大 な量

で あ る。こ れ ら を受入 先種類別 に 整理 す る と，

内 陸 が 約 42200 万 M3 （93．8％），海 面 が 約 2800

万 M3 （6，2％ 〉と な っ て お り ， 内 陸 で は ， 残

土 受 入 地 が 約 28500万 m3 （63，2％ ） と最 も多

く，他工 事 へ の 流用が 約 88  0万 M3 （19．5％ ），

ス トッ クヤ ー ド約 3500万 M3 （7．8％ ）と続 い

て お り，土 質 改良 プ ラ ン トは 約130万 M3 （0．3

％）で あ る 。 内陸 の 建 設発 生 土 受 入 地 と は，

農地や宅地 の か さ上げ，谷地 の 埋 立な ど小規模

なもの が 多レ 

　 3，4．2 建設汚泥

　平成 5 年度 の 建 設 副 産 物実 態 調 査
2〕に よ る と ， 我 が 国

の 建設汚泥 の 発 生 総量 は 約1500万 t／年 と推計 され，建

設廃棄物全体 の 約 20％ を占め て い る。また ， 建 設汚泥

の 処 理 ・処 分 状 況 は，減 量 化 と再 生 利 用 を合 わ せ た 率

Olサ イ ク ル 指標 とな る） が ，わ ず か 8 ％ に す ぎず，建

設 廃棄 物 の 中で も最 も低 い 状 況 に あ る。

（
甲
£

E　
晒

螺
劉
喫

腫
×

蝋
匹

100eo

1000

100

10

　 △

O

o ：泥水式シ

■ ：泥土圧シ

ム ：壁式地中

▽ ：泥水固化

X　　 △

　　　　　8
伽 ．

゜
X 陽 所打ち

　 ▽

タ謡
X　 o

圃

00D 10000　　　　 10000D　　　　lOOO

総 掘 削 土 量 〔m3 〕

表一3．5 建 設 汚 泥 の 分 類
3｝

分 類 性　 　　 　 　　状

・壁 式地 中連続壁工 法 や 泥 水式 シ ー
ル ド L法の 余剰 あ る

泥 水状 汚泥 い は 使用 済み と な っ た 泥 水 の よ うに 含 水 量 が 多 い 汚 泥

建
・管 路圧 送 が 可能 なた め，機械式 脱水 に よ り減 量化可 能

詈角
非 自硬 性

・
泥
．1二圧 シ

ー
ル ド⊥ 法 の 排 土 や軟 弱地盤 で の 掘 削土 の よ

賦

泥 ヒ状 汚泥 うに 比 較 的 含 水 量 が 少 な い 汚 泥

汚 ・機械 的脱水 は 困難，天 凵 乾燥は 可能

泥
柱列 式地 中連統 壁工 法や 噴射 攪拌 混合工 法 に よ り発生す

肖 硬 性 自硬 性 汚 泥 る排 泥 で ，セ メ ン ト等 を大 量に 含 む た め 放 置す れ ば 高 い

強度 で 固 結する 汚泥

泥水式 ／
一ル ドT一法

泥土圧 ン
ール ド工法

壁式地中連続壁工法

図一3．2　総 掘 削 土 量 と最大 汚泥処 理 量 の 関係
3）

　建設汚泥 の 主な発生源 は ， 壁式 お よ び 柱列式地 中連 続

壁 工 法，泥水 固 化 壁 工 法，リバ ー
ス 工 法等の 場所打 ち杭

工 法，泥水式 お よ び 泥土 シ
ー

ル ド工 法，高圧 噴射攪 拌 工

法 等 で あ る。こ れ らの 工 法 の 代 表 的 な 現 場 に お け る 総掘

削土 量 と日 最大汚泥処理 に 関す る ア ン ケ
ー

ト実態調査 の

結果 を 図 一3．2に 示 すが ， 総 掘 削土 量 は 2000m3 〜20万
m3 まで に 分布 して お り， 日最大 汚泥処理量 は 20m ヲ 日

〜5　000　m3 ／日 とば ら つ き が あ る も の の ，総 掘 削 土 量 と

日最大 汚 泥 処 理 量 の 問に は 相 関関係が 認め られ る。すな

わ ち ， 各現場 に お い て は 総掘 削土 量 に 応 じて 適 正 規 模 の

処 理 プ ラ ン トが 計画
・
選定 さ れて い る。

　建設汚泥 の 発生時 の 性状 は ， 掘 削場所 の 土質や 関連 す

る 掘 削 工 法 に よ り大 き く異 な り，表
一3．5に 示 すよ うに

非 自硬性汚泥 ， 自硬性汚泥 に 大別 され ， 非 自硬性 汚 泥 は

さ らに 泥 水 状 汚 泥 ，泥 土 状 汚泥 に 分 類 で き る。建設汚泥

の 基本的 な処理 フ ロ
ー

は，脱水等 の 減量化 の た め の 処理

と安定処 理 等の 2段 階 処 理 が あ り，各建 設 汚泥 の 性状 に

応 じて 処 理 工 程 が 異な る （図
一3．3参照）。

　建 設 汚 泥 の 発 生 直後 の 性状 は，表
一3．6に 示 す とお り

各工 法
・
現場 に よ り大 きく異な る が ，特 に 泥水 シ

ー
ル ド

泥水状汚泥　　　　　　　　　　　　　　　　　 泥土状汚泥　　　　　　　　　　　　自硬性汚泥

　　 　　　 　　 　 矍柚
・
の

　　 　　　 　　 　 等の匸昆入

処分　 　 駐別　 ＊ ふ るい 餌†
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　 　　 等刎 己へ

選別 ＊ふ るい オ「†

建設発生†　 ゴ砂分離

多い　　　　　　　　 小 ない
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　　　　　　　　　　量

　　　　　　　　　　化
　 　　　 　　 　　　 　 の

　　　　　　　　　　た
　　　　　　　　　　め

　　　　　　　　　　の

　　　　　　　　　　処
旨

　　　　　　　　　　理、
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濃縮
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萱
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スラ

Il一化安定処理土

としての 利甲が可能
安定処理　　安定処理
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図
一3 ．3 建 設汚泥 を再 生 利用 す る た め の 処 理 フ ロ

ー3 ｝
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衰一3．6　工 法 ご とに 発 生 す る建 設汚 泥 性状 の 測 定例
3 〕

性　 　　　　 状

工 　　法 施工 段階 試 料数

細 粒分

含 有率

〔％）

含水比

（％）
液 性 限 界

　 （％）

強 熱減 量

　 〔％）
pH

強　 度

σ。．σ。，τ，フ ロ
ー

値

余剰泥水 1182 以上 20D〜665 一 4〜96 ，9〜11．4 フ ロ ー
値 ：7、6− 8、5

泥 水式

シ
ー

ル ド工 法 脱 水 ケーキ lo 一 22−9370 − 80 一 4．3− 11．79 。
：1．6〜23

泥 土 圧

シ
ー

ル ド工 法
廃 土 1050 − 6020 −6030 − 503 〜55 ．6〜11．7 τ ：0．D8以 ド

廃棄泥水 586 以上 350〜290010 〔似 上 7〜127 、7〜11．4 フ ロー値 ：7．6〜8．5

脱水 ケ
ー

キ 1 一 43以下 40以下
一 9− 11 σ。：4壁 式地 中

連 続壁工 法 細粒土 塊 196 52．646 ．15 ．1 10．5 τ ：0．D49

遠心 分 離 土 137 37．7 一 3，9 7．9 σμ：0．2

廃棄泥 水 270 以上 300以上 78以上 5 8− ll フ ロ ー
値 ：8〜11

泥 水 固 化 壁 ．L法
脱水 ケ ー

キ 1 一 88．378 ．6 一 11．D σc ： 1．1

廃棄泥 水 151 120．943 ．65 ．5 8．2 フ ロ ー値 ：8．8
場所才1ち杭工 法

脱水 ケーキ 1 一． 93．o82 ．2 一 12．1 麁 二13．2

柱 列式

地 中連続 壁工 法
廃棄混水 1 一 97．3 凾一 一 一 α』：20、3

（固化｝

ピ
ー

ト 280 以上 140以上 64 18 5〜6 一
掘削丁

粘性土 280 以 上 50〜6080 以 上 6〜9 79c ：1−2

qu ：
一

軸圧縮 強 さ （kgffcmZ ），　 qc ： コ
ー一

ン 指ta（kgf／cm ！
）．τ 二べ 一

ン せ ん 断強 さ （kgf／cm2 ），フ ロ ー値 ：p ロ ート（秒 ）

で は 200〜665％ ， 壁 式 地 中連 続 壁 工 法 に お い て は

350− 2　900％ と含水量が 他 の 工 法 と比 較 して 大 きい 。し

か し各 種 工 法 と も脱 水 ケ
ー

キ の 状 態 で は 含水比 が 100％

程度以下 に な っ て い る。ま た 細粒 分 含 有率 は，お お む ね

各工 法 と も70％ 程 度以上 で あ り，pH は 7〜12で ある。

3．5　処理 土 ・改 良 土 の 地盤 工 学的特性

　 3．5．1　 脱 水 処 理 汚 泥 の 性 状

　減量化処理 の 代表的な方法 と して 脱水 が あ D，こ れ は

機械 脱 水 と 自然 脱 水 に大別 で き る。ま た，機械脱水 は フ

ィ ル タ
ープ レ ス ，ロ

ー
ル プ レ ス，遠心分離機 な どが あ り ，

フ ィ ル タ
ープ レ ス が最も広 く用 い られ て い る。

　脱水処 理 汚泥 の 基 本的性 状 に つ い て は，喜 田
4） らが ロ

ール プ レ ス
，

フ ィ ル タ
ープ レ ス に よ る脱水 ケ

ー
キの 性状

を含水 比，フ ォ
ー

ル コ
ーン 貫入 量 ，

一軸 圧 縮 強 さ を相互

に 関連 させ て 報告 して い る。こ れ に よる と，フ ィ ル タ
ー

プ レ ス の 脱水 ケ
ーキ の 含 水 比 は 液 陛 限 界 よ D低 く， 液性

指数 は O．5〜O．9の 範囲 に あ り，一
軸 圧 縮強 さ は 30〜200

kN ／M2 ，フ ォ
ール コ ーン 貫 入 量 は 4 〜O．5mm で あ る。

一
方，ロ

ー
ル プ レ ス の 場合 は 含水 比 が 液性 限 界付近 に あ

り，
一

軸圧縮 強 さ は 10− 50kN ／M2
，

フ ォ
ー

ル コ
ー

ン 貫

入 量 は 8 〜3mm と報告 され て い る （図一3．4参照 ）。

　ま た ， 図一3．5に は こ こ 数年 の フ ィ ル タ
ープ レ ス の 性

状調査 の 結果を示す が，フ ィ ル タープ レ ス に よ る脱水 ケ

ー
キ の 液 i生指数 が 0．8以下 と従来 の 報告 と比較 して 低 い

と い う調 査 結果 が報告 さ れ て い る
3）。こ れ は，近年 ，

土

砂分 離等 の 事前処理 が 効率的 に 実施 さ れ る と と もに，フ

ィ ル タープ レ ス の 処 理 能力 の 向 上 を 目的 と し て 脱 水 ケ
ー

キ厚 を薄 くした り，送泥圧 力 を 4MPa の 高圧 で 脱水す

る方 法 等 が実用 化 さ れ て い る こ と も起因 して い る もの と

考えられ る。
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ー

ン 貫入 量 と

一
軸圧 縮 強 さ

4）

000
．20 ，40 ，60 ．81 ．Ol ，21 ．41 ．6　 1．8

　　　　　　　液 性 指 数

図一3．5 脱水 ケ
ー
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　3．5．2 安定処理 汚泥の 性状

　（1）　安定処 理 汚 泥 の 配 合試 験

　安定処理 を行 うに 当た っ て は，建 設汚泥 の 性 状 ， 処 理

量，要求 品 質等を考慮 して 改良材 を選定 し，適 切 な配合

土 と基礎 r44
− 12 （46T）
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設計 ， 混 合，養生 を行 うこ とが 必要 で あ る。

改良材 と して は セ メ ン 5， 石 灰 等 の JIS
に 規定 さ れ て い る規格 品 の ほ か に，こ れ を

母 材 と した セ メ ン ト系お よ び 石 灰系改 良 材

が ある。建設汚泥 を 対 象 と した 室 内配 合試

験 の 供試体 の 作製
・
養生方法 と して 以下 の

方法が 提案 され て い る
3）。

　  　試 料 に 改良材 を混 合す る。

　  3 日 間20 ± 3 ℃ の 温度 で養 生 し，固 化 させ る。

　  と き ほ ぐ して，9．5mm ふ る い を通過 さ せ る。

　  7 日間20 ± 3℃ の 温度 で 養生す る。

　  　所定 の 方法 で 供 試体 を作製する。

　  品質判定 の た め の 試験 を行 うp

　なお，品 質 判 定 の た め の 試 験 項 目 と して は，コ ーン 指

数 （JIST716 ），一
軸圧 縮 強 さ （JISAl216）お よび

CBR （JIS　A 　1211）等が 多く用 い られ て い る。

　実際の 建 設汚泥 と改良材 の 混合 は，総汚泥処理 量，処

理 ヤ
ー

ド，処理 コ ス ト等を考慮 して そ の 方法 を選定す る

が，プ ラ ン ト混 合 方式 とバ ッ ク ホ ウや ク ラ ム シ ェ ル 等 の

土 工 機械 に よ る原位置混合方式が あ る 。

　建設汚泥 を対象と した 配合試験は数多 く報告 さ れ て い

る が，建設汚泥 の 性状 お よび 改良材等の 組 合せ に よ っ て

大 きく異な る。図
一3．6に は ，改良材添加量 の 目安 と し

て，各種 建 設汚泥 を対象 に
一

般軟 弱地 盤 用 セ メ ン ト系改

良材 で 改良 した 場合 の 建 設汚泥 の 含水比 と
一

軸圧縮 強 さ

の 関係を整 理 した例 を示 す
3）。
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表一3．1 安 定処 理 汚 泥 の 転 圧特 性 の 判 定 （例 ）
5 ）

目標 コ ー
ン 指数 ワ。 機械施⊥ での 状 況評価

200−−3G  kN ／m2 湿 地 ブル ド
ーザ ー

に よる 敷な ら し
・
転圧 が よ うや く 可能 な程度

400〜500kN ／m2 ブ ル ド
ー

ザ
ー

に よ る敷 な ら し ・締 固 め が 可 能 な程 度

7GO〜900kN ／m2 ブ ル ド
ー

ザ
ー

に よ る敷 なら し・タイヤ ロ ーラーで の 締 固 め が 可 能な程 度

1200 −2000kN ／m2 普通 土 と同様 に 敷 な らし ・タ イヤ ロ ーラーで の 締 固 め が 可能 な程度

の 含水 比 が 高 い ほ ど，ま た ， と き ほ ぐ し前 の 強度が 高 い

ほ ど ， と き ほ ぐし ・
締固め に よ る

一
軸圧縮強 さ の 低下 の

割合 が 大 きくな る傾向が 認 め られ ， さ らに，低下 した
一

軸圧縮強 さ は そ の 後 の 養生 に よりある程度回復 し， 強度

回復は建 設汚泥 の 含水比が 低 く， 改 良 材 添 加 量 が 多 い ほ

ど 大 き い 傾向 を 示 す と報告 さ れ て い る
3｝。
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　　　 図一3 ．6 建 設 汚泥 の 含水 比 と安定処 理 汚 泥 の

　　　　　　　
一
軸圧 縮強 さの 関係 （例 ）

3〕

　（2＞　 「
と きほ ぐし」 後 の 安定処 理 汚 泥 の 性 状

　先に 図一3．3に 示 した とお り，一
般的 に 安定処理 汚 泥

は養生 後，「
ときほ ぐし」 の 工 程 が 入 る の が 通常 の 安定

処理 の 場合 と異な る 点 で あ る。 その 際，一旦 形成され た

安定処 理 汚泥 の 固化構造 が 破壊 さ れ ，

一
般的 に 強度が 低

下す る こ とが 知 ら れ て い る。図一3．7は，泥水式 シ
ー

ル

ド工 法 で発 生 した 建 設汚泥 をセ メ ン ト系改良材 で 改良 し

た 場合 を対象 に ， 建設汚泥 の 含 水 比 ， と きほ ぐし前 の 強

度 お よび と きほ ぐし後 の 仮置 き日数 が ときほ ぐし ・締 固

め に よ る一
軸圧 縮強 さの 変化 に 及 ぼ す影響に つ い て 室内

試験 で確 認 し た結 果 例 で あ る。こ れ に よる と，建 設 汚 泥

　 　 0　ユ0　20　30　40　50　600　10　20　30　40　50　600　10　20　30　40　50　60

　　　　　　　 練 り 混 ぜ 後 日 数 旧 ）

〔改良材 1昆合 3 日でときほ ぐし，その 後，所定 日数仮置きし，締固めて強度を測定）

　　図
一3．7　と きほ ぐし ・締固 め に よる安定処 理 汚泥 の

　　　　　　
一

軸 圧 縮 強 さの 変化 （例）
3｝

　 （3） 安定処 理 汚 泥 の 転圧 特性

　安定処 理 汚泥 は，リサイ ク ル の 用 途 と し て 道 路 盛 土 や

河 川堤防 の 盛土材へ の 利用 が有望 と考 えられ て い る。し

か しな が ら，
一

般 に 安定処理汚泥 は 細 粒 分 を多く含 ん で

い る こ と か ら転圧 しに く く， オーバ ー
コ ン パ クシ ョ ン や

安定処 理 汚 泥 の 土 塊 の 破砕 に よる 強度低 下 が 生 じ る こ と

が あ る。建設省 で は 実事業へ の 適 用 性
・
施工 性 を確認す

る た め に，建 設 汚 泥 の
tJサ イ クル モ デ ル 事業 を全国的 に

展開 して い る。表
一3．7は，リサ イ ク ル モ デ ル 事業 の

一

環 と して 安定処 理 汚 泥 の 転圧 特性 に つ い て 試験盛 土 に よ

り調 査 した 結果例 で あ り，こ こ で は 転 圧 特性 を コ
ー

ン 指

数 に より判定す る方法 が 提案 さ れ て い る
5）。
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